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平成２３年に発生した東京電力株式会社福島第一原子力発電所の事故から約５年半が経

過した現在、今後３０年以上の長期に亘ることが予想されている同発電所１～４号機の廃

止措置は、国家の威信を賭けた大事業として政府を筆頭とするオールジャパン体制で懸命

な努力がなされています。この世界にも前例の無い大きな課題（技術的挑戦）を解決し、

廃止措置を安全かつ着実に進めていくには、我が国の関連組織の総力を挙げた取組みが必

要となっています。 

このような中、東北大学は、「東日本大震災からの復興・新生の先導」を全学ビジョンに

掲げ、その実現のために「福島第一原子力発電所の廃止措置への貢献」を最重要課題の一

つとして、平成２６年度より廃止措置基盤研究･人材育成事業* に取り組み、事故炉廃止措

置に資する基盤研究並びに今後の原子炉廃止措置を担う若い技術者や研究者の育成に当た

ってきました。 

この度、これまでの活動をさらに発展させ、我が国の基礎･基盤研究をリードするため、

全学の構成組織として「原子炉廃止措置基盤研究センター」を平成２８年１２月１日に設

置しました。本センターは、東京電力株式会社福島第一原子力発電所の安全な廃炉に資す

る基礎研究と基盤技術開発を主たるテーマとしながら、研究成果を通常炉廃止措置技術へ

展開することにも取り組み、東日本大震災からの復興及び我が国の原子力分野における国

際競争力の強化に寄与してまいります。 

 
 
 
 
 
 
 
 

                         
* 文部科学省「英知を結集した原子力科学技術･人材育成推進事業 廃止措置研究･人材育成

等強化プログラム」の採択事業として「廃止措置のための格納容器・建屋等信頼性維持と廃

棄物処理・処分に関する基盤研究および中核人材育成プログラム」を実施中(５年計画) 

 (http://dec.tohoku.ac.jp/) 

東北大学 原子炉廃止措置基盤研究センター の設置について 

問い合わせ先 
東北大学大学院工学研究科特任教授 
原子炉廃止措置基盤研究センター支援室長 
青木 孝行 
電話 022-795-7916 
E-mail dec@grp.tohoku.ac.jp 



■福島第⼀原⼦⼒発電所の廃⽌措置を成功させるためには、基礎･基盤研
究、応⽤研究、実⽤化技術開発の全フェーズが必要であり、⼤学、
JAEA（独⽴⾏政法⼈⽇本原⼦⼒研究開発機構）、東京電⼒等、オール
ジャパンでの役割分担が重要。

■本学には、基礎･基盤研究のイニシアチブを取ることが期待されている。

■安全な廃炉を実現するためには、極めて広範囲の学術と技術の結集が
必要であり、全学的な取り組みが不可⽋であることから、部局を横断
した災害復興新⽣研究機構の構成組織として、「東北⼤学原⼦炉廃⽌
措置基盤研究センター」を設置する。

■⽂部科学省「廃⽌措置等基盤研究･⼈材育成プログラム」において、本
学の幅広い研究ポテンシャルを国家的難題(福島第⼀原⼦⼒発電所廃
炉)のブレークスルー技術に結実させるためのR&Dを部局横断組織に
より実施しており、本学で研究中の個々の技術が、福島第⼀原⼦⼒発
電所廃炉リスク管理へ適⽤されつつある。

1

東北⼤学原⼦炉廃⽌措置基盤研究センターの設置
2016年12⽉1⽇



2

原⼦炉の廃⽌措置等に
関する基盤研究

東⽇本⼤震災からの復興及び原⼦⼒分野における我が国の
国際競争⼒の強化に寄与

東京電⼒株式会社 福島
第⼀原⼦⼒発電所におけ
る原⼦炉の安全かつ着実
な廃⽌措置に資する基盤

技術の研究開発

センター設置の⽬的



副センター⻑
（兼）流体科学研究所教授 ⾼⽊ 敏⾏
（兼）⼯学研究科教授 前⽥ 匡樹

センター組織図

センター⻑
（兼）⼯学研究科教授 渡邉 豊

⽀援室
室⻑(兼)⼯学研究科特任教授 ⻘⽊ 孝⾏

※⼯学部・⼯学研究科事務部と連携

【放射性廃棄物処理･処分技術研究部⾨】
部⾨⻑︓（兼）⼯学研究科教授 新堀 雄⼀

（兼）⼯学研究科教授 ２名
（兼）⼯学研究科助教 １名
（兼）⾦属材料研究科准教授 １名
（兼）多元物質科学研究所教授 １名

運営委員会
(※センターの運営に関する重要事項を審議)

運営評議委員会

【廃⽌措置リスク管理技術研究部⾨】
部⾨⻑︓（兼）⼯学研究科特任教授 ⻘⽊ 孝⾏

（兼）⼯学研究科教授 ７名
（兼）⼯学研究科特任教授 １名
（兼）⼯学研究科准教授 ４名
（兼）⼯学研究科助教 ６名
（兼）情報科学研究科助教 １名
（兼）流体科学研究所教授 １名
（兼）流体科学研究所准教授 １名
（兼）流体科学研究所助教 １名
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廃⽌措置リスク管理
技術研究部⾨

放射性廃棄物処理･処分
技術研究部⾨

｢安全リスク」と「経済リスク」
安全リスク
①1F廃⽌措置はリスクの合理的段階的低減事業
②デブリ取出による⼀時的リスク上昇を許容
③リスクの『時間的積分値』の最⼩化が命題
④想定外事象

に遭遇する
可能性（共
通原因で
破綻しない
複数並列
シナリオ）

経済リスク
①他のプロジェクトと基本的に同じ
②実態が不明な状況で投資判断を迫られる ⇒ 戦略的

な取組みが必要
廃⽌措置に貢献できる技術開発
(リスク管理上の位置付け、役割等を明確にして開発）

燃料デブリの
性状把握と放
射性物質の溶
出挙動

放 射 性 物 質
の 閉 じ 込 め
性 向 上 を ⽬
指 し た 処 分
システム

廃⽌措置に対
する社会的受
容性醸成

２つの技術研究部⾨
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1.⽂部科学省「廃⽌措置基盤研究・⼈材育成等
強化プログラム」採択事業（現在実施中）な
らびに廃炉に関連する他の政府系事業

2.廃⽌措置に関する国内外機関からの受託研究、
共同研究

3.その他、廃⽌措置に関する研究

センターが取り組む基盤研究


